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１　問題の所在：郊外の独自性

　郊外は都市社会学の領域において、主要な関心

事となりつづけてきた。その研究なかで、これま

で郊外のもつ独自性とその問題点についてさまざ

まな指摘がなされてきた1)。そこでは、郊外独自

の生活様式（suburbanism）が論じられ、居住者

の家族形態、階層的特徴、仕事、子育て、近隣と

の人づきあい、消費生活などについて一定の傾向

が認められることが語られてきた。

　そもそも郊外（suburb）とは、都市の中心部

に通勤する雇用者とその世帯構成員の居住に特化

した都市の近郊地域である。郊外に暮らしている

人がその地域ではなく都心部で働いているという

ことは、「農村や伝統的な都市とは異なり、生活

の糧を得るための生産・流通活動を通じて人びと

がその地域に結びつく契機が存在しない」ことを

意味する（若林、2005：142┡3）。したがって郊外

は、都市部の経済活動を支える一大地域を形成し

ながらも、伝統的な地域性、共同体、価値観、ネ

ットワークといったものが希薄になる。そして、

その土地の歴史や文化ではなく、都心で働く人に

共通する価値観やライフスタイルが地域を規定す

るようになる。こうした、地域社会としてのある

種の不自然さが、郊外に社会学者たちの関心をひ

きつけさせてきた。

　三浦（1999：158┡88）は郊外化がもたらす問題

として、共同性の欠如、均質性による同調傾向、

職住分離によって働く姿がみえないことなどを挙

げている。第一に、都市への大量人口流入という

問題を解決するために開発された郊外は、生まれ

も育ちも異なる人びとの集積地である。したがっ

てそこには地域の共同性が形成されにくい。第二

に、同じ社会背景から同時期に急速に集まった人

びとは年齢層、職業、家族構成などが似通ってい

る。具体的には、都心に勤務するサラリーマンの

父、専業主婦の母、そして子どもからなる核家族

が典型的であるとされる。また同時期に急激に開

発された住居や街並みも均質的で無個性な様相の

空間である。こうした均質的な地域では、他人よ

りも大きく違うこと、目立ちすぎることが避けら

れる。第三に、郊外居住者の職場は都心である。

郊外には生産・労働の機能がない。したがって、

郊外は人びとの消費が強調される場となる。そこ

では、どのような余暇を過ごしているか、どのよ

うな消費をおこなっているかという点が人間を評

価する基準になる。

　また西澤（2000：217┡8）は、郊外における消

費生活を、「「世間並み」を示す誇示を基調とし、

その上で少し高目に差をつけようとする差異化志

向の誇示を忍び込ませるものであった」と述べる。

郊外は画一的な生活様式が普及した空間であった

からこそ、逆に人びとは差異化商品を求めたとい

う。これはまさにRiesman（［1950］1961＝

1964 : 38┡9）のいう「限界的差異化（marginal

differentiation）」である2)。「限界的」＝「最小限

の」という形容詞には、差異化によるパーソナリ

ティの生産では、大きな差異ではなく、小さな差

異が重要であるという意味が込められている。な

ぜなら、大きな差異は集団から排除されてしまう
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リスクをともなうからである。こうした生活環境

はそこで育った若者たちのパーソナリティも規定

すると考えられる。これについて西澤は（ibid.:

206）、「郊外のニュータウンは均質的でかつ共同

性が弱く、それゆえにそこに育った若者たちは社

交性・社会性が欠如している。面倒な他者との接

触を忌避するが、流行には敏感で「臆病な同調」

を繰り返す」と述べる。

　郊外型ライフスタイルに大きな影響を与えるも

のとして、「ロードサイドビジネス」の重要性も

指摘されている（小田、1997）。1980 年代以降、

郊外の消費社会化を急速に推し進めたのは商店街

でもデパートでもなく、主要幹線道路沿いに林立

したコンビニ、ファストフード、ファミリーレス

トラン、カー用品店、紳士服店、婦人服店、カジ

ュアル衣料店、スポーツ用品店、家電専門店、カ

ジュアル用品店、ホームセンター、大型ショッピ

ングセンター、その他多くの郊外型商業店舗であ

った。これらのロードサイドビジネスは、郊外を

アメリカ的な風景に均質化するとともに郊外居住

者の消費生活も画一化した（ibid.: 69）。さらに

三浦（2004）は、過去 20 年ほどの間に日本全国

の地方がこうしたロードサイドショップの進出に

よって画一的な大衆消費社会に変貌し、それによ

って地域社会に固有の歴史、伝統、価値観、生活

様式をもったコミュニティを破壊している主張す

る。加えて、このような事態は地方で頻発する凶

悪犯罪の一因になっているという。これを三浦は

「総郊外化」ないし「ファスト風土化」と呼ぶ。

「ファスト風土化」概念は、合理化や画一化など

ファストフードチェーンの原理が社会のあらゆる

分野で拡大していくとするRizter（［1993］1996

＝1999）の「マクドナルド化（McDonaldiza-

tion）」論に、郊外論と犯罪論を接合したもので

ある。三浦の議論は郊外というよりは地方を対象

にしている。しかし「総郊外化」という言葉から

も明らかなように、その議論は郊外を前提として

いる。つまり、ショッピングセンターやコンビニ

などによる画一的な大衆消費社会の形成とコミュ

ニティの崩壊はもともと郊外特有の現象であり、

それが 80 年代半ばあたりから地方にもみられる

ようになってきたということである。

　こうした郊外居住者の生活様式や社会的態度に

関する議論は、いずれもアメリカ型の郊外論、郊

外の生態学的特徴、そして郊外的な風景から導き

出された仮説という側面が強い。したがって、郊

外居住者が他の地域の居住者と比べてどの程度そ

うした傾向をもつのか検証されなければならない。

また仮にそうした傾向が確認されたとして、それ

が郊外という地域のみに独自にみられる傾向なの

か、それとも個々人の属性によって規定されるも

のなのか明らかにされなければならない（立山、

1999：129）。立山も指摘するように、この問題を

明らかにするためには、郊外とそれ以外の 2通り

のサンプルに対して属性をコントロールしつつ郊

外居住の効果を確認する必要がある。しかし従来

の実証的な郊外研究では、特定の地域集団に焦点

を当ててコミュニティ形成の問題を検討するタイ

プの議論が多く、郊外のもつ独自性を他の地域と

比較検討するアプローチは相対的に十分に展開さ

れてこなかった（高木、2002：61）。

　そこで本研究では、われわれが東京都でおこな

った社会調査をもとに、郊外と都心における人び

との社会的態度を対比させることによって、郊外

のもつ独自性を検証したい。本調査は主に東京都

民の消費生活に関する質問項目から構成されてお

り、郊外的生活様式と語られてきたもの全般をカ

バーできるものではないが、上で挙げた先行研究

が主張するような同調志向や消費態度については

分析することが可能である。そこで本研究では、

検証すべき仮説を以下のように設定したい。

仮説１：郊外居住者のほうが都心居住者よりも

他人志向的であり流行に敏感である

仮説２：郊外居住者のほうが都心居住者よりも

消費主義的である

　仮説 1は、郊外居住者の同調志向およびそれを
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基調とする限界的差異化に関する議論から導かれ

るものである。仮説 2の概念、そして本稿のタイ

トルにも用いた「消費主義（consumerism）」と

は、文化、アイデンティティ、社会生活の構築に

おいて消費が中心的な位置を占めるような態度、

イデオロギー、消費財との特定の関わり方である

（Holt, 2005）。これは、主に職住分離によって労

働よりも消費生活や余暇生活がクローズアップさ

れるという郊外の側面から導かれるものである。

２　分析方法

　本研究では、われわれが 2004 年 11 月～2005

年 1 月におこなった「国際化する消費生活に関す

る調査」（調査代表：間々田孝夫）のデータを用

いる3)。調査対象は東京都区市部に居住する 20

歳以上 60 歳未満の有権者。選挙人名簿を用いた

多段無作為抽出法により、11 区 4 市から 2,640

人を抽出し、個別訪問面接法を中心とする調査で

有効回収 880 件（有効回収率 33.3％）を得た。

本研究では、このうち居住地域が特定できる面接

調査回収分 378 件のデータを使用する。なお、本

調査はもともと郊外と都心の相違を調べるために

設計されていないため、それぞれの標本数にアン

バランスが生じることを指摘しておかなければな

らない。11 区 4 市はという区市の配分は、23 区

27 市から 15 抽出単位を選挙人名簿登録者数にも

とづいて確率比例抽出した結果である。区部の登

録者数のほうが多いため、必然的に市部の抽出確

率が低くなり、このような区市構成となった。

　ところで、これまで「郊外」という言葉を無定

義に使用してきたが、「郊外」は確立した社会学

的概念ではなく、理解しやすい日常用語として用

いたられてきたため（若林、2005：142）、その範

囲はかなり曖昧なものであり、分析に際しては操

作的な定義が必要となってくる。

　郊外を特定するにあたってもっともわかりやす

い目安として人口の推移が挙げられる。図 1は東

京都における人口の推移を区市別にグラフ化した

ものである。これによれば、区部の人口増加のピ

ークは 1960 年代後半であり、1970 年代に入って

以降 30 年間一貫して減少していることがわかる。

1966 年に 889 万人だったのが、1996 年には 796

万人になり、約 100 万人減少している。ただし、

　出所：東京都総務局人口統計をもとに作成

図 1　東京都区市部人口の推移
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2000 年あたりから都心回帰が進み、微増傾向が

みられる。これに対して市部の人口は、1960 年

代中期から 10 年間にわたって毎年 10 万人超の増

加数を示し、それ以降やや増加率を逓減させつつ

も単調増加している。1956 年に 100 万人ほどだ

った人口が 2006 年には 400 万人にまで増加した。

過去 50 年間で 4倍に増加したことになる。

　以上から、1960 年代後半以降も一定以上の人

口増加率を示した地域が郊外的な特色を備えてい

ると考えられる。そこで、本調査の対象となった

11 区 4 市の 1966 年～1975 年における人口増加率

を確認してみよう（表 1）。

　この表から、人口増加地域と減少地域の差がは

っきりとみてとれる。市部はこの 10 年間を通し

て一貫して一定以上の人口増加率を示している。

これに対してほとんどの区部では、人口増加率が

負（▲印）に転じていることがわかる。この基準

によれば、都心＝区部、郊外＝市部と操作的に定

義しても差し支えないと思われる。ただし、区部

のなかには市部の人口増加率の推移と類似の傾向

を示しているところがある。増加率の水準は市部

に比べて小さいものの、練馬、足立、江戸川の推

移は郊外的である。また、世田谷も 1975 年には

負に転じているものの、同様の傾向がみられる。

人口増加期から判断した場合、これら 4区は都心

と郊外の間にあって半郊外的な地域といえるかも

しれない。

　郊外を特定する際に一般的に利用される他の基

準も存在する。これは、「中心都市への通勤率が

一定以上の地域」を郊外として捉えるものである。

この場合、第一に「中心都市」がどこか、第二に

通勤率の一定ラインをどの程度に設定するかとい

うことが問題となる。たとえば田中（2000）は、

国勢調査で設定された「大都市圏4)」に位置する

市町村のうち、有職者が自分の居住する市町村の

外で就業している割合が 3割以上のところを「郊

外」と便宜的に設定している。要するに、大都市

への通勤者が多い周辺地域が「郊外」というわけ

表 1　1966 年～1975 年における人口増加率（前年比％)

66 年 67 年 68 年 69 年 70 年 71 年 72 年 73 年 74 年 75 年

江 東 区 ▲ 2.5 ▲ 2.0 ▲ 1.8 0.5 1.6 1.4 1.2 ▲ 0.5 ▲ 0.7 ▲ 0.8

品 川 区 ▲ 1.3 ▲ 2.6 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 1.4 ▲ 1.1 ▲ 1.8 ▲ 1.7 ▲ 2.2 ▲ 1.8

目 黒 区 1.4 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.5 ▲ 0.8 ▲ 1.1 ▲ 0.8

世田谷区 4.4 1.2 1.9 1.5 0.4 0.9 0.8 0.5 0.8 ▲ 0.6

杉 並 区 3.4 ▲ 0.1 1.6 ▲ 0.8 1.5 0.7 1.0 0.2 0.1 0.2

豊 島 区 ▲ 0.2 ▲ 2.0 ▲ 0.9 0.4 ▲ 1.2 ▲ 1.7 ▲ 1.8 ▲ 2.3 ▲ 2.1 ▲ 2.1

板 橋 区 2.2 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.6 0.0 ▲ 0.2 3.8 1.0 0.5

練 馬 区 7.3 4.9 5.2 4.0 3.0 1.6 1.7 1.1 1.6 0.7

足 立 区 4.9 1.7 2.6 1.7 2.4 2.0 2.4 1.5 1.0 0.5

葛 飾 区 2.9 1.3 0.9 1.6 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 1.4 ▲ 1.3

江戸川区 4.7 2.6 2.5 1.8 1.0 1.3 1.4 1.5 1.0 1.6

八王子市 5.8 3.9 4.1 4.1 4.2 4.5 4.0 4.7 5.1 4.8

調 布 市 16.3 10.5 5.4 4.7 4.6 3.7 2.9 4.6 2.3 0.3

町 田 市 12.5 7.7 6.5 19.0 14.4 13.1 6.8 4.1 4.3 3.1

日 野 市 12.5 7.6 6.4 7.0 8.3 11.1 5.9 5.0 5.2 4.0

出所：東京都総務局人口統計をもとに作成

無印は増加率、▲印は減少率を示す
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である。東京圏の分析でこのような基準を採用し

ている例もある。牛島（2001）は、中心都市を東

京都特別区部とし、1995 年国勢調査において中

心都市への通勤率が 10％以上の地域を郊外地域

と定義して分析をおこなっている。これらの基準

を本調査地点で確認してみよう。表 2は、2000

年におこなわれた国勢調査のデータにもとづき、

本調査の対象となった 4市の就業者のうち他地域

に通勤している人の割合を計算したものである。

　この結果、4市ともに他地域通勤率の 3割基準、

区部従業率の 10％基準を悠に超えている。4市

のうち他地域通勤率がもっとも低い八王子市では

区部従業率が 16.3％に及んだ。他地域通勤率が

もっとも高い調布市では半数近くが区部で勤めて

いる5)。したがってもちろん、この基準からみれ

ば、4市とも郊外とすることは妥当であろう。

　以上から、本研究では都心を区部、郊外を市部

に分類して分析を進めることにしたい。問題は、

前述したグレーゾーン「半郊外」であるが、特別

区部を中心都市とみなす慣例とわかりやすさを重

視して便宜的に都心へと振り分けることにする。

　分析に用いる独立変数および水準は、区市（区

部、市部）、性別（男性、女性）、年代（20 代、

30 代、40 代、50 代）、学歴（中学校・高校、専

門学校、短大・高専、大学・大学院）、世帯収入

（500 万円未満、500 万円以上 1,000 万円未満、

1,000 万円以上）、婚姻（未婚他、既婚）である。

各変数の水準数が過剰にならないよう、世帯収入

は 500 万円区切りの 3水準にまとめた。また、婚

姻の水準「未婚他」には、未婚のほか離別や死別

も含まれる。これらの区市別分布を表 3に示す。

　分析の従属変数には、消費行動、同調／差異化

に関する態度、消費主義に関する態度を設定し、

多重分類分析（MCA : Multiple Classification

Analysis）をおこなうことによって都心／郊外の

差異を検証する。MCAは、多元配置分散分析に

おいて各因子の粗効果（gross effect）および他

の因子の効果を調整した純効果（net effect）を

検討する手法である6)。粗効果は相関比 ㎥、純効

果は偏相関比 Эであらわされる。加えて、各水

準における調整前後の平均と総平均の偏差も分析

対象となる。本研究では主に調整後の分析結果を

示し、必要があれば適宜調整前の結果に言及する。

３　分析結果

3.1　商業施設の利用状況

　はじめに、都心／郊外における消費行動の差異

を確認しておきたい。「消費行動」といってもこ

こで分析するのは、商業施設（コンビニ、大型シ

ョッピングセンター、商店街、ファストフード）

の利用頻度である7)。つまり、ロードサイドショ

ップの利用状況に関する分析である。もちろん、

商店街はロードサイドショップに含まれないが、

それらと対極的な関係にある商業空間であるため、

比較のために分析する。

　表 4は各商業施設の利用頻度を従属変数、区市、

性別、年代、学歴、世帯収入、婚姻を独立変数と

する多重分類分析の結果である。数値は調整後の

偏差である。ただし、変数の表記してある行には

表 2　調査対象市部の通勤率（％)

市部

就業者

夜間人口

他地域

通勤率

都内

通勤率

区部

従業率

八王子市 255,402 44.2 38.1 16.3

調布市 100,323 63.8 59.7 45.1

町田市 179,800 61.1 32.5 25.3

日野市 83,423 63.4 59.2 23.9

出所：2000 年国勢調査をもとに作成
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表 3　区市別基本属性の分布（列％)

　　独立変数 区部 市部 全体

性別

男性 52.5 37.0 48.4

女性 47.5 63.0 51.6

N 278 100 378

年代

20 代 18.7 9.0 16.1

30 代 28.4 31.0 29.1

40 代 26.3 19.0 24.3

50 代 26.6 41.0 30.4

N 278 100 378

学歴

中学校・高校 32.4 22.7 29.8

専門学校 12.1 12.4 12.2

短大・高専 8.1 12.4 9.2

大学・大学院 47.4 52.6 48.8

N 272 97 369

世帯収入

500 万円未満 31.3 14.5 26.9

500 万円以上 1000 万円未満 43.3 51.8 45.5

1000 万円以上 25.4 33.7 27.6

N 240 83 323

婚姻

未婚他 36.9 16.0 31.3

既婚 63.1 84.0 68.7

N 274 100 374

偏相関比 Эおよび分散分析による検定結果、表

下部の行には決定係数 R2 とケース数 Nを示して

いる。各従属変数の選択肢は「よく利用する」

「まあまあ利用する」「あまり利用しない」「まっ

たく利用しない」の 4段階。順に 4、3、2、1と

得点を割り当てて利用頻度の尺度とする。

　分析の結果、区市の効果は大型ショッピングセ

ンター（Э＝.13, p＜.05）および商店街（Э＝

.20, p＜.01）で有意な効果がみられた。調整偏

差から、大型ショッピングセンターは市部で、商

店街は区部で利用頻度が高いことが読みとれる。

他方、コンビニやファストフードの利用頻度につ

いては、居住地域による有意な差はみられなかっ

た。コンビニは性別や年代の効果が大きく、一般

的にいわれているように男性と若い世代によく利

用されている。ファストフードも若いほど利用頻

度が高いが、加えて、世帯収入の効果も大きく、

低収入層によく利用されているようである。かつ

て宮台（［1997］2000：139┡44）は 80 年代半ば以

降の郊外における家族の崩壊とコンビニとの関係

を論じ「第二の郊外化＝コンビニ化」と呼んだが、

少なくとも利用頻度に関しては都心と郊外で差は

みられない。コンビニやファストフードはロード

サイドにある郊外型店舗がある一方で都市型店舗

も存在する。とりわけ、アメリカのマクドナルド

が郊外型であるのとは対照的に、日本のマクドナ

258



表 4　利用頻度を従属変数とする多重分類分析（調整偏差)

独立変数 コンビニ

大型ショ

ッピング

センター

商店街
ファスト

フード

区市（偏相関比 Э） 　.08　　 　.13　┢　 　.20　┢┢ 　.01　　

　区部 －.04　　 －.06　　 　.10　　 　.00　　

　市部 　.12　　 　.19　　 －.30　　 　.01　　

性別（偏相関比 Э） 　.17　┢┢ 　.05　　 　.11　† 　.04　　

　男性 　.14　　 　.04　　 －.10　　 　.03　　

　女性 －.14　　 －.04　　 　.10　　 －.03　　

年代（偏相関比 Э） 　.30　┢┢ 　.12　　 　.26　┢┢ 　.35　┢┢

　20 代 　.28　　 　.19　　 －.42　　 　.42　　

　30 代 　.18　　 　.04　　 －.13　　 　.20　　

　40 代 　.05　　 －.03　　 　.09　　 －.08　　

　50 代 －.34　　 －.11　　 　.25　　 －.33　　

学歴（偏相関比 Э） 　.15　† 　.09　　 　.04　　 　.11　　

　中学校・高校 　.13　　 　.12　　 　.03　　 　.03　　

　専門学校 －.15　　 －.08　　 　.02　　 －.21　　

　短大・高専 －.26　　 －.02　　 －.09　　 　.12　　

　大学・大学院 　.02　　 －.05　　 －.01　　 　.01　　

世帯収入（偏相関比 Э） 　.05　　 　.13　† 　.20　┢┢ 　.21　┢┢

　500 万円未満 　.03　　 　.13　　 　.29　　 　.24　　

　500 万円以上 1000 万円未満 　.03　　 　.02　　 －.09　　 －.02　　

　1000 万円以上 －.07　　 －.16　　 －.15　　 －.19　　

婚姻（偏相関比 Э） 　.10　† 　.24　┢┢ 　.06　　 　.09　　

　未婚他 　.13　　 －.32　　 　.09　　 －.11　　

　既婚 －.05　　 　.13　　 －.03　　 　.04　　

R2 　.20　┢┢ 　.08　┢┢ 　.15　┢┢ 　.17　┢┢

N 　320　　 　319　　 　320　　 　312　　

┢┢ p＜.01, ┢ p＜.05,†p＜.10

ルドが 1971 年に銀座三越内で 1号店をオープン

させて以来、都市型を志向してきたことは周知で

ある。このような出店状況が分析結果に反映して

いると考えられる。

3.2　同調／差異化に関する態度

　以上の分析から、商業施設の利用状況について

は都心／郊外で一定の差があることが確認された。

では、意識・態度面の差異はどうであろうか。郊

外は同質的な空間である。このため郊外居住者は

他者の視線を気にしつつも少しだけ個性を主張す

るような態度を身につけている。したがって流行

にも敏感である。こうした社会的態度が郊外居住

者の特徴であることが先行研究では指摘されてい
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たのであった。ここでは、これらの仮説を検証し

たい。

　分析では従属変数として、「普通の人とは一味

違う個性的な生活を送りたい」という個性化志向、

「何かをするとき、それをすると他の人たちがど

う思うかということを考える」という他人志向、

「周囲の人がもっているものとは少し違ったもの

がほしい」という差異化消費、「流行や話題にな

っている商品には関心をもつ」という流行消費を

用いる。これらの変数はいずれも「あてはまる」

「ややあてはまる」「あまりあてはまらない」「あ

てはまらない」という 4件法を採用しているので、

これに対して順に 4、3、2、1と得点を与えるこ

とにする。もし仮説が正しければ郊外居住者は、

それぞれの従属変数でプラスの効果を示すはずで

ある。ただし、個性化志向に関してはそのかぎり

ではないかもしれない。なぜなら仮説によれば、

郊外居住者の求めるものは消費財で表現できるよ

うな微小な差異であって、生活自体を「一味違

う」ものにしたいほどの差異化ではないからであ

る。いずれにしても、消費財による微小な差異化

は、差異化消費変数で分析できるので、その比較

にも留意しながら分析結果をみていこう（表 5）。

　しかしながら結果としては、区市のあいだに有

意差がみられたモデルはなかった。むしろ、それ

ぞれのモデルにおいて他の変数の効果が目立つ。

個性化志向では、婚姻の効果が大きい（Э＝.13,

p＜.01）。調整偏差から、未婚の人のほうが個性

的な生活を送りたいと考える傾向が読みとれる。

他人志向では、学歴の差が有意となった（Э＝

.17, p＜.05）。水準別では、専門学校卒で負の偏

差が大きい。差異化消費では、年代差が有意であ

り（Э＝.28, p＜.01）、年齢が若いほど周りの人

とは少し違った商品をほしいと思っている傾向が

明確にみられる。しかしながら流行消費では、年

代差はもちろん、いずれの変数の効果も有意とは

ならなかった。ただし調整偏差では、20 代が流

行に対して敏感であるという傾向はみられる。た

だし、他人志向、流行消費、曖昧不寛容は適合度

が非常に悪く、モデル自体が有意とはならなかっ

た。

　なお、他変数でコントロールする前の区市の粗

効果のうち統計的有意性を示したものは個性化志

向のみであり、相関比は ㎥＝.16（p＜.01）であ

った。平均値は市部よりも郊外のほうが高かった。

コントロール後は、純効果である偏相関比が減少

し、婚姻の効果のみが有意となっている。したが

ってもともとの粗効果は、「未婚他」に属する人

が区部で多いことから得られた見かけ上の効果で

あると考えられる。

3.3　消費主義に関する態度

　つづいて、都心／郊外で消費主義的な態度に差

があるかどうかを検証したい。従属変数には消費

主義に関連する、現在志向「多少貯蓄を減らして

も、現在の生活を充実させている」、余暇志向

「仕事（勉強）よりも余暇に生きがいを感じる」、

快楽志向「したいことやほしい物をがまんせずに

どんどん追求する」、おしゃれ消費「おしゃれや

身だしなみにお金をかけている」、ブランド消費

「有名なブランドやメーカーの商品であれば、そ

のぶん多少値段が高くても買う」を設定する8)。

なお、各変数の選択肢および配点方法は同調／差

異化態度の分析と同様である。仮説によれば、郊

外では職住分離によって余暇志向的な価値観が醸

成され、人びとの消費に対する関心が高いのであ

った。したがってその論理からいけば、郊外居住

者のほうがそれぞれの変数で高い予測平均値（正

の調整偏差）を示すはずである。分析結果を表 6

に示す。

　結果、この分析も同調／差異化態度の分析と同

様、区市のあいだに大きな違いはみられなかった。

統計的には、現在志向のみ有意傾向がみられたが、

他の消費主義的変数に有意差はなかった。表 5で

特に消費主義に関連する変数である差異化消費や

流行消費についても同様の結果であったから、い

かなる要素をみても郊外のほうが顕著に消費主義

的であるというわけではない。
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表 5　同調／差異化に関する態度を従属変数とする多重分類分析（調整偏差)

独立変数
個性化

志向

他人

志向

差異化

消費

流行

消費

区市（偏相関比 Э） 　.08　　 　.04　　 　.05　　 　.04　　

　区部 　.04　　 －.02　　 －.02　　 　.02　　

　市部 －.12　　 　.07　　 　.07　　 －.05　　

性別（偏相関比 Э） 　.10　† 　.00　　 　.02　　 　.02　　

　男性 　.10　　 　.00　　 －.02　　 －.02　　

　女性 －.09　　 　.00　　 　.02　　 　.02　　

年代（偏相関比 Э） 　.10　　 　.11　　 　.28　┢┢ 　.12　　

　20 代 　.11　　 　.21　　 　.49　　 　.24　　

　30 代 　.00　　 　.01　　 　.11　　 　.01　　

　40 代 　.09　　 －.01　　 －.12　　 －.09　　

　50 代 －.12　　 －.10　　 －.24　　 －.05　　

学歴（偏相関比 Э） 　.09　　 　.17　┢ 　.10　　 　.09　　

　中学校・高校 －.12　　 　.11　　 －.07　　 　.02　　

　専門学校 －.03　　 －.35　　 －.12　　 　.15　　

　短大・高専 　.04　　 －.01　　 －.05　　 　.04　　

　大学・大学院 　.07　　 　.03　　 　.09　　 －.06　　

世帯収入（偏相関比 Э） 　.09　　 　.04　　 　.07　　 　.03　　

　500 万円未満 　.10　　 　.06　　 －.02　　 －.03　　

　500 万円以上 1000 万円未満 －.09　　 －.03　　 －.05　　 －.01　　

　1000 万円以上 　.05　　 　.00　　 　.09　　 　.04　　

婚姻（偏相関比 Э） 　.17　┢┢ 　.11　† 　.09　　 　.05　　

　未婚他 　.25　　 －.15　　 　.13　　 －.06　　

　既婚 －.10　　 　.06　　 －.05　　 　.02　　

R2 　.11　┢┢ 　.04　　 　.12　┢┢ 　.02　　

N 　317　　 　319　　 　318　　 　320　　

┢┢ p＜.01, ┢ p＜.05,†p＜.10

　区市以外の効果も確認しておこう。まず、現在

志向では婚姻（Э＝.11, p＜.10）の効果が若干み

られ、未婚のほうが貯蓄を減らしても今の生活を

充実させたいと考えている。結婚にはある程度の

将来設計が必要であるし、結婚後も出産や住宅購

入など大きなイベントが控えているためこのよう

な結果になったものと思われる。次に、余暇志向

では、いずれの変数の効果もみとめられなかった。

ただし調整偏差に着目すれば、20 代が他の年齢

層に比べて突出して大きいことがわかる。快楽志

向で効果が大きかったのは、年代（Э＝.18, p＜

.05）と婚姻（Э＝.14, p＜.05）である。快楽志

向の度合は、年齢と反比例して高く、また未婚の

ほうが高い。これをいいかえると、年をとるほど

我慢強く、また結婚している人のほうが我慢強い

ということになり、経験にも合致するのではない
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表 6　消費主義に関する態度を従属変数とする多重分類分析（調整偏差)

独立変数
現在

志向

余暇

志向

快楽

志向

おしゃれ

消費

ブランド

消費

区市（偏相関比 Э） 　.11　† 　.02　　 　.08　　 　.05　　 　.04　　

　区部 －.05　　 　.01　　 　.04　　 　.02　　 　.02　　

　市部 　.16　　 －.03　　 －.11　　 －.06　　 －.06　　

性別（偏相関比 Э） 　.09　　 　.05　　 　.11　† 　.11　† 　.06　　

　男性 　.07　　 －.04　　 －.09　　 －.09　　 　.05　　

　女性 －.07　　 　.04　　 　.09　　 　.09　　 －.05　　

年代（偏相関比 Э） 　.07　　 　.15　　 　.18　┢ 　.20　┢ 　.20　┢

　20 代 　.13　　 　.30　　 　.26　　 　.37　　 　.35　　

　30 代 －.02　　 －.06　　 　.11　　 －.02　　 　.09　　

　40 代 　.02　　 －.04　　 －.08　　 －.12　　 －.14　　

　50 代 －.06　　 －.06　　 －.17　　 －.06　　 －.14　　

学歴（偏相関比 Э） 　.07　　 　.05　　 　.13　　 　.19　┢ 　.13　　

　中学校・高校 　.08　　 －.01　　 －.11　　 －.17　　 －.15　　

　専門学校 －.06　　 －.03　　 －.14　　 　.02　　 　.13　　

　短大・高専 　.04　　 　.14　　 －.01　　 　.36　　 　.22　　

　大学・大学院 －.04　　 －.01　　 　.10　　 　.02　　 　.01　　

世帯収入（偏相関比 Э） 　.09　　 　.10　　 　.06　　 　.13　† 　.16　┢

　500 万円未満 　.08　　 　.03　　 　.02　　 －.17　　 －.23　　

　500 万円以上 1000 万円未満 　.02　　 　.06　　 　.04　　 　.07　　 　.08　　

　1000 万円以上 －.11　　 －.13　　 －.08　　 　.06　　 　.09　　

婚姻（偏相関比 Э） 　.11　† 　.01　　 　.14　┢ 　.01　　 　.03　　

　未婚他 　.14　　 　.02　　 　.18　　 　.01　　 －.04　　

　既婚 －.05　　 －.01　　 －.07　　 　.00　　 　.02　　

R2 　.05　　 　.04　　 　.11　┢┢ 　.11　┢┢ 　.07　┢

N 　319　　 　316　　 　318　　 　320　　 　320　　

┢┢ p＜.01, ┢ p＜.05,†p＜.10

だろうか。おしゃれ消費はその性質から性別の効

果が大きく、女性における予測平均が高くなると

思われたが、結果ではむしろ年代（Э＝.20, p＜

.05）や学歴（Э＝.19, p＜.05）の効果が高かっ

た。年代の効果は、快楽志向と異なり、20 代の

予測平均の突出した高さからもたらされている。

これは経験的にもうなずける結果だが、学歴にお

いて短大・高専卒の偏差が大きかったのは興味深

い。このカテゴリーに属する回答者 34 人中 32 人

が女性であることから、その内実はほとんど短大

である。したがって、短大卒女性のおしゃれ消費

意識が高いと解釈すべきであろう。最後にブラン

ド消費だが、ここでは年代（Э＝.20, p＜.05）と

世帯収入（Э＝.16, p＜.05）の効果が顕著であっ

た。年代に関しては、40・50 代における負の偏

差は同じ程度だが、若い人ほどブランド志向であ
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るという関係であると考えられる。他方世帯収入

は、その水準と比例してブランド志向が強くなる

というわけではなく、500 万円未満がそれ以上に

比べて弱いといった関係が読みとれる。

　なお、区市との 2変数関係では、快楽志向での

み有意差がみられたが（㎥＝.11, p＜.05）、区部

のほうが高い平均値を示していた。したがって、

グロスにせよネットにせよ郊外のほうが消費主義

的であるとはいえない結果となった。

４　結論

　本研究では、都心／郊外に居住する人びとの商

業施設利用、同調／差異化、消費主義に関連する

意識の違いについて分析してきた。その結果、商

業施設の利用には一部特徴的な差異がみられ、郊

外居住者のほうが大型ショッピングセンターの利

用頻度が高く、商店街の利用頻度が低かった。こ

れはもちろん、ショッピングセンターが郊外に多

く、商店街が少ないという環境的な理由によるも

のであろう。要するに、身近にあるから利用して

いるのである。しかし問題は、このことが郊外＝

均質的な消費社会ということを意味し、その居住

者たちの同調／差異化意識や消費主義意識に作用

しているかどうかである。結論として本研究の分

析結果からは、都心居住者との比較において大き

な違いはみられなかった。先行研究にみられたよ

うな、郊外居住者は他人志向的であり、同調を基

調としながらも微小な差異を求め、消費生活や余

暇生活に強い関心をもつといった仮説は本研究で

は支持されなかった。したがって、こうした議論

およびそれを前提とした推論はより慎重に受け止

めなければならない9)。

　最後に本研究の限界および課題についても付言

しておきたい。前述したように、分析で用いられ

た調査は郊外研究のために設計されたものではな

い。残念ながらここから起因する問題点がいくつ

かあるので、それらも含めて指摘しておかなけれ

ばならない。

　第一に、郊外の範囲設定に関する問題である。

本研究では、東京都内部で都心と郊外を対比させ

て分析を進めてきた。しかしながらもちろん、郊

外は東京都の市部だけではない。東京圏とよばれ

る都内に通勤可能な地域は、神奈川、埼玉、千葉、

茨城の一部であり、通勤人口も増加しつづけてい

る。また、現在郊外化が進んでいるのは、都心の

ベッドタウンよりももっと地方だという意見があ

る。三浦（2004：26）は、現在の地方が「東京郊

外以上に徹底して郊外的」であるという。道路整

備や大型ショッピングセンターの出店によって地

方が急激に消費社会化し、郊外化がもたらす諸問

題ИЙ伝統的な地域社会の崩壊、価値観の変容な

どИЙがあらわれていると論じている。本調査の

母集団は東京都区市部のみであるが、郊外の特質

を客観的に検証するには、これら広範な地域につ

いてのデータを収集しなければならない。

　第二に、郊外内部、都心内部にも多様性がある。

先行研究において往々にして画一的だと捉えられ

てきた郊外の内部にも、実際は大きな社会経済的

およびライフスタイル的な差異がある。高木

（2002）は 1990 年の国勢調査データから都心およ

び郊外におけるホワイトカラー比率を検討し、そ

の分布が郊外一円に広がるのではなく、都心から

多摩地区、神奈川方面へと延びる西・西南部一帯

および千葉の都心近接地域であることを明らかに

している。よりミクロな視点では、竹中（1992；

2002）がニュータウンの内部で「住宅階層」、す

なわち居住者の住宅種別ИЙ分譲、賃貸、公営お

よび都営ИЙによる階層が存在することを指摘し

ている。変化しつづける都心も一様ではない。

1980 年代後半以降の再開発によって高層マンシ

ョンを典型とする新しい居住空間が多く建設され

た。そこには専門職や管理職などの上層ホワイト

カラーが主として流入してくるというジェントリ

フィケーション（gentrification）とよばれる現象

が起こっているという（園部、2001：第 8章、松

信、2002）。その担い手であるジェントリファイ

アーたちの家族構成はいわゆる近代家族とは異な
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り、DINKS や単身世帯が多くを占めるという。

こうした都心／郊外内部の多様性を正確に捉える

には、より細かな（本調査でいえば投票区を単位

とするような）地域分類が必要になってくる。

　第三に、近代家族に関する変数が欠如している

という問題もある。先行研究の多くは、郊外を典

型的な近代家族の居住地として捉えられてきた。

近代家族は、ホワイトカラー従業者の父、専業主

婦の母、子どもからなる核家族である。本調査で

は設計上、詳細な職業、家族構成を特定する変数

がない。したがって、これらの変数でコントロー

ルした効果を推定することはできなかった。

　コミュニティ形成、近代家族、均質的な消費社

会、マクドナルド化など、郊外はきわめて多くの

社会学的な論点を内包する空間であることは間違

いない。しかしながら郊外研究は、その範囲の設

定や交絡の特定に慎重さが求められる。しがたっ

て、そこに居住する人びとの社会的態度を解き明

かしていくのは、直感や偏見にもとづく憶測では

なく、定義および比較対象を明確にし、社会的属

性やライフステージなどの効果を十分に加味した

うえでの議論でなくてはならない（Gans, 1962）。

そのときはじめて、郊外のもつ独自性が明らかに

なると思われる。

注
1）郊外に関する社会学的研究の動向は西澤（2000）

や高木（2004）などを参照。

2）訳者である加藤秀俊氏は、┣marginal differentia-

tion─を「限界的特殊化」と翻訳しているが、ここ

では語感の適切さから「限界的差異化」と訳した。

3）本調査は 2004 年度立教大学学術重点基金（SFR）

の「単独研究科プロジェクト研究」に採択された

「多文化・成熟社会における「グローバル都市」の

共生と新しい社会基盤に関する研究」（研究代表：

木下康仁）の一環として実施された。

4）2000 年の国勢調査では、特定の「中心市」とその

「周辺市町村」で構成される地域を「大都市圏」

「都市圏」と呼んでいる。大都市圏の中心市は、東

京都特別区部および政令指定都市である。周辺市

町村は、中心市への 15 歳以上通勤・通学者数の割

合が常住人口の 1.5％以上を占める市町村と定義

されている。

5）なお、八王子と町田に関しては、区部ではなく横

浜に勤めている人も多いと思われる。実際、神奈

川県に通勤している人は、八王子市で 11,861 人

（4.6％）、町田市で 49,349 人（27.4％）もいた。

6）詳細はAndrews et al.（［1967］1973）を参照。な

お、MCAは数量化 I類およびダミー変数を用いた

重回帰分析と本質的に同じ手法である。

7）調査票では、ニュアンスが対象者にきちんと伝わ

るように配慮して、商店街を「中小商店が集まっ

た商店街」と表現した。またファストフードはジ

ャンルを限定せず、「現在、洋食（ハンバーガーや

フライドチキンなど）から和食（牛丼や回転寿司

など）までさまざまなファストフード店がありま

す。あなたは、これらのファストフードを全体と

してどのくらい利用していますか」という質問文

でファストフード一般についての利用頻度をきい

た。

8）消費主義関連変数間の相関関係や属性との因果関

係などは、寺島・水原（2006）を参照。

9）たとえば、宮台（［1997］2000：128┡52）や三浦

（1999：158┡61）郊外という環境と少年犯罪の関連

性を論じている。
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